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１条校化運動の具体的方針に関する第１次報告を発表

全専各連第５６回定例総会・１０５回理事会を開催

　６月１３日、東京都・東京ガーデンパレスを会場として、

全専各連第５６回定例総会・第１０５回理事会が開催された。出

席者は委任状を含めて１６１名。

　前鼻英蔵総務委員の司会により、中村徹副会長が開式の

言葉を述べ、次に中込三郎会長があいさつに立ち「本年３月

に専修学校等振興議員連盟の総会が開催され、専修学校の

１条校化の具体的な制度設計について、早急にとりまとめ

ることになり、短期間で集中的に議論してきた。本日の総

会では、その結果を第１次報告として掲示する。昨年１２月

に改正された教育基本法では、職業教育の重要性がうたわ

れており、その教育の中核的機関である専門学校、高等専

修学校が学校として明確に位置づけられなければならない。

また、その他専修学校及び各種学校の学校群の振興策につ

いても教育振興基本計画等に盛り込まれるように努力して

きたい。我々自ら、社会が認める学校とならなくてはなら

ないので、学習者の視点に立ち、各校が努めて成長する必

要がある。今後予想される困難に対しては、全専各連の団

結によって乗り切っていきたい」と、今後の方針を述べた。

　続いて、来賓の加茂川幸夫文部科学省生涯学習政策局長

から「専修学校は、量的な拡大から質的な変化を求める時

期にある。教育の質的な保証は、１条校制度全体にかかわ

る重要な課題である。専修学校の１条校化について、社会

的な理解を得るためには、公教育を担う学校として永続性

や安定性などを担保する制度設計と、あらゆる面において

教育内容の水準の一層の向上のための基準が必要となる。

専修学校は３０年以上の教育実績に加え、情報開示等の課題

にも正面から取り組むなど、体力もついてきており、こう

した課題を超えることができると思う。今後、検討の場を

設けて、しっかりと議論していきたい」とあいさつを述べ

られた。

　引き続き、役員表彰が執り行われ、中込会長から通算８

期１６年にわたり全専各連役員を務められた静岡県の渡辺雅

夫全国個人立専修学校協会前会長に対して、表彰状と記念

品が贈呈された。

　議長団には、常任理事会の推薦候補者である岡本比呂志

常任理事が議長、大麻正晴理事が副議長に選出された。議

長が会議の有効な成立を確認した後、議事録署名人として

龍澤正美理事と田中由視理事を選任し、提出議案の審議に

入った。

【第１号議案　平成１８年度事業報告（審議事項）】

　初めに、寺門成真文科省専修学校教育振興室長が行政報

告として、専修学校の１条校化について、これまでの全専

各連と行ってきた検討の経緯、協力者会議の設置や審議等

の見通しについて説明を行った。

　次に、秋葉英一理事・総務委員長が概要報告を行い、続

いて事務局が配布資料に基づき、会議の開催状況、委員会

活動等の詳細報告を行った。

【第２号議案　平成１８年度決算報告ならびに監査報告（審
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議事項）】

　齋木寛治理事・財務委員長が配布資料に基づき、収支計

算書の各科目について説明（事業活動収入計１４１,１５２,７９１円、

事業活動支出計１５６,７５４,２２０円、事業活動収支差額マイナス

１５,６０１,４２９円、投資活動収入計２４,６０１,８００円、投資活動支出

計２５,３４５,８００円、投資活動収支差額マイナス７４４,０００円、当

期収支差額マイナス１６,３４５,４２９円、前期繰越収支差額

５２,７９９,６０６円、次期繰越収支差額３６,４５４,１７７円）。また、貸

借対照表、正味財産増減計算書、財産目録について説明し、

細谷秋男監事が全て適正であるとの監査報告を行った。

　第１号議案、第２号議案は一括で審議され、ともに質疑

はなく、出席者全員異議なくこれを拍手承認した。

【第３号議案　平成１９年度事業計画案（審議事項）】

　秋葉総務委員長が、『運動方針（基本方針）』を説明した。

事務局が『運動方針（重点項目）』、『事業活動の推進に向け

た専修学校等振興議員連盟とのより一層の連携』、『会議の

開催』、『広報活動の一層の推進』を説明し、次に秋葉総務

委員長、齋木財務委員長、栗谷川悠理事・組織委員長、平田

眞一理事・「職業教育の日」実行委員長が『各委員会活動方

針』を説明した。特に平田実行委員長から各都道府県への寄

附金は平成１９年度で打ち切ることが説明された。

【第４号議案　平成１９年度収支予算案（審議事項）】

　齋木財務委員長が配布資料に基づき、事業活動収入計

１３５,４３０,０００円、事業活動支出計１４３,２４０,０００円、事業活動収

支差額マイナス７,８１０,０００円、投資活動収入計１０,０００,０００円、

投資活動支出計２,９００,０００円、投資活動収支差額７,１００,０００円、

予備費支出２,０００,０００円、当期収支差額マイナス２,７１０,０００円、

前期繰越差額２７,７２９,６０６円、次期繰越収支差額２５,０１９,６０６円

の明細を説明した。

【第５号議案　平成１９年度第１次補正予算案（審議事項）】

　齋木財務委員長が配布資料に基づき、補正後の予算額：

前期繰越収支差額３６,４５４,１７７円、次期繰越収支差額

３３,７４４,１７７円を説明。

　第３号議案、第４号議案、及び第５号議案は一括で審議

され、公共職業能力開発施設との役割分担、都道府県にお

ける振興議員連盟設立の促進、会計処理基準について質疑

応答が行われ、異議なく拍手承認された。

中込三郎全専各
連会長はあいさ
つの中で、全専
各連のより一層
の団結を呼びか
けた。

【第６号議案　会則施行細則の一部改正（理事会審議事

項）】

　栗谷川組織委員長が配布資料に基づき、分野別専門部会

の承認の基準等にかかる会則施行細則の一部改正について、

提案に至る経緯及び理由、改正案を説明（�理事の推薦を

得ること、�安定した活動実績が認められること、�団体

の主な目的に、当該校種における専修学校各種学校教育の

振興が謳われていること、�校種別協議機関としての役割

において、既存の分野別専門部会と一致若しくは重複しな

いこと、�入会において、専修学校各種学校に対して広く

門戸を開放していること）。

　質疑はなく、出席者全員異議なくこれを拍手承認した。

【１条校化運動の推進について（報告事項）】

　川越宏樹１条校化推進担当副会長が、加茂川文科省局長

のあいさつ及び寺門文科省室長の報告を受けて１条校化の

具体的方針にかかる概要を述べた後、配布資料「専修学校

の１条校化運動の具体的方針～学校教育法第１条に定める

新しい学校種の提案～」に基づき、検討の経緯（昨年２月

の総会における重点目標としての承認、本年３月の議員連

盟総会における今後の運動の進め方の確認事項、制度設計

作業部会の設置、専門学校及び高等専修学校にかかる制度

上の論点整理の経過など）を説明した。

　続いて基本的な考え方及び理由として「�設置主体の問

題にかかわらず、引き続き現行制度のなかで多様かつ個性

的な教育機会を提供しようとする専修学校が出てくること

から、現行制度は学校教育法第１条に規定せずに、そのま

ま残す必要があること、�学校教育体系に位置づけられる

学校は、すべて入学資格（学齢）によって学校種やその目

的が区分、類型化されており、異なる入学資格を有する

（教育段階が異なる）学校は存在しないこと、�学校教育

体系に位置づけられる学校は、独自の教育の目的を有し、

国によって教育段階別に必要な基準・要件等を定められて

おり、学校教育法第１条に規定されるためには、それら既

存の学校種の基準・要件等との整合性を図る必要があるこ

と」の３点を説明。さらに、具体的方針として、「新しい学

校種を創設し、学校教育法第１条への規定を求めていく対

象は、現行制度に当てはめると専門学校と高等専修学校で

渡辺雅夫元全専各連常任理事・理事に、役員表彰として
中込会長から表彰状と記念品が授与された。
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あること」、「文科省へ重要な論点の整理結果を提案するに

あたり、専門学校及び高等専修学校それぞれに特有の課題

を有すること」、「専修学校一般課程は、教育振興基本計画

の策定に対する本会の運動において、生涯学習社会の構築

に必要な制度の整備の視点から、具体的な振興策を提起す

ること」などを説明した後、次のポイントにしたがって、

新しい専門学校及び新しい高等専修学校の制度の在り方を

概説した。

《新しい専門学校制度の在り方（専門学校の将来像）》

１．教育の目的

　○社会が求める知識、技術及び技能を総合的に教授修練

し、職業及び実際生活に必要な能力、又は専門性が求

められる特定の職業を担うための能力を育成する。

２．基準・要件等の概要

　○入学資格は「高校卒業同等以上の者」とする。

　○修業年限は「２年、３年又は４年」とし、修業年限ご

とに卒業に必要な単位数を定める。また、夜間の学科、

別科、専攻科及び通信課程も置くことができる。

　○所轄庁は「文部科学大臣」とする。

　○設置者の要件は「国、地方公共団体及び学校法人」と

する（新専門学校を設置する学校法人の認可基準を新

設）。

　○校地及び校舎の面積、校地・校舎・施設設備の内容、教

員資格及び教員数は、「教育の目的を達成するために最

低限必要となる基準（他の高等教育機関の基準を基

本）」を新たに定める。

　○自己点検・評価及び第三者評価を行う。

　○高等教育機関にふさわしい新たな学校名称を付し、修

了者に新たな称号を付与する。

　○上記の制度面での論点のほか、財政支援のあり方、他

府省庁所管法令との関係、その他所要の論点について

も検討を行う。

《新しい高等専修学校制度の在り方（高等専修学校の将来

像）》

１．教育の目的

　○中学校における教育の基礎の上に、心身の発達及び進

路に応じて、専門教育を施し、職業及び実際生活に必

要な能力を育成する。

２．基準・要件等の概要

　○入学資格は「中学校卒業同等以上の者」とする。

　○修業年限は「３年」とし、卒業に必要な単位数を定め

る。

　○所轄庁は「都道府県知事」とする。

　○設置者の要件は「国、地方公共団体及び学校法人」と

する（新高等専修学校を設置する学校法人の認可基準

を新設）。

　○教育課程（学習指導要領）、教科用図書、教員資格、

校地・校舎の面積及び校地・校舎・施設設備の内容は、

「教育の目的を達成するために最低限必要となる基準

（専修学校設置基準を基本）」を新たに定める。

　○後期中等教育機関にふさわしい新たな学校名称を付し、

修了者に大学入学資格を付与する。

　○上記の制度面での論点のほか、財政支援のあり方、他

府省庁所管法令との関係、その他所要の論点について

も検討を行う。

　その後、事務局がこのポイントを詳細に解説した参考資

料１（新専門学校の考え方）及び参考資料２（新高等専修

学校の考え方）を説明した。

　今後の１条校化運動に対する意見交換では、協力者会議

の設置予定時期（議員連盟総会で示された日程どおりで進

めていること）、新専門学校と現専門学校との関係（両制

度が並存すること）について質疑応答が行われ、最後に、

議長が「本日の総会において、全専各連の総意として、第

１次報告を協力者会議に提案することを確認したい」と提

案、出席者全員異議なく拍手承認した。

　なお、総会終了後に開催された懇親会では、町村信孝衆

議院議員・議連会長、赤池誠章衆議院議員、大西ひでお自

民党公認参議院議員比例区候補、�橋道和文科省生涯学習

推進課長が出席し、活発な情報交換が行われ、盛会のうち

に全日程を終了した。

　６月１３日、東京都・東京ガーデンパレスにおいて第４回

全専各連常任理事会を開催した。

　中込三郎会長が開会にあたりあいさつを行い、続いて会

則第３２条により中込会長が議長に就任し議事に入った。

　審議事項として定例総会・理事会に提出する「第１号議

案　平成１８年度事業報告」「第２号議案　平成１８年度決算報

告ならびに監査報告」「第３号議案　平成１９年度事業計画

案」「第４号議案　平成１９年度収支予算案」「第５号議案　

平成１９年度第１次補正予算案」「第６号議案　会則施行細則

の一部改正（理事会承認事項）」の各提出事項について審

議を行い、提案どおり定例総会・理事会に上程することと

なった。また、川越宏樹１条校化推進担当副会長が「『１

条校化運動の推進について』の説明」として、１条校化推

進本部でとりまとめた「専修学校の１条校化運動の具体的

方針（第１次報告）」の内容を説明し、定例総会・理事会で

も報告説明を行うことを了承した。

　最後に定例総会・理事会の議長候補者を選出し、役員表

彰についても審議し了承した。

全専各連定例総会に先立ち常任理事会を開催
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　両議案に関しては、特に質疑はなく、出席者全員異議な

くこれを拍手承認した。

【第３号議案　平成１９年度事業計画案（審議事項）】

【第４号議案　平成１９年度収支予算案（審議事項）】

　第３号議案、第４号議案について一括審議を行った。第

３号議案については、岡本比呂志常任理事・総務運営委員

長が配布資料に基づき『運動方針（基本理念）』を説明し、

次に岡本総務運営委員長、齋木寛治常任理事・財務委員長、

武田哲一常任理事・留学生委員長、平田眞一理事・「職業

教育の日」実行委員長が『各委員会活動方針』を説明。ま

た、事務局が『運動方針（基本方針・活動方針）』、『会議

の開催』、『調査研究事業の実施』、『研修事業の実施』、『広

報活動の推進』、『専門学校におけるスポーツ振興』につい

て説明した。

　第４号議案では、齋木財務委員長が、予算編成方針を説

明し、事務局が各科目の内容を説明した。

　両議案に関しては、公共職業能力開発施設との役割分担

の確認のほかは特に質疑はなく、出席者全員異議なくこれ

を拍手承認した。

【１条校化運動の推進について（報告事項）】

　川越宏樹全専各連１条校化推進担当副会長が配布資料に

基づき、この間の経緯として、文科省の協力者会議の議論

に付す具体的な方向性の提案を取りまとめるため、制度設

計作業部会を設置したこと」、「作業部会は、新しい学校種

を創設する方向で、制度設計の重要な論点について、検

討・整理したこと」、「１条校化推進本部で最終的な審議を

行い、個々の具体的な指標について、広く学校関係者や有

識者を交えて議論していくため、作業部会で検討した新し

い専門学校制度の論点整理を文科省に提案することとした

こと」を説明するとともに、新しい専門学校制度の在り方

（専門学校の将来像）のポイントを概説。

　続いて事務局が制度の在り方を詳細に解説した参考資料

を説明した。

　本件に関する質疑はなく、出席者全員異議なく拍手承認

した。

　以上により、議長が全ての議事の終了を確認し、最後に、

小泉凱彦副会長が閉式の言葉を述べて、総会の全日程を終

了した。

　なお、総会前には常任理事会が開催され、上記の提出議

案の審議を行った。

　６月１４日、東京都・東京ガーデンパレスを会場として全

国学校法人立専門学校協会の平成１９年度定例総会・理事会

が開催された。出席者は委任状を含め１７２名。

　浦山哲郎理事・総務運営副委員長の司会により開会。岩

崎幸雄副会長の開式の言葉に続き、中込三郎会長が「昨日

の全専各連の定例総会において、１条校化推進本部の第１

次報告が満場一致で、協力者会議に提案することが承認さ

れた。専門学校は、学校の原点を見つめて、常に学習者の

視点に立った教育のために全力を尽くし、引き続き努力し

て成長していかねばならない」とあいさつを述べた。

　続いて、寺門成真文部科学省専修学校教育振興室長が、

文科省の専門学校の１条校化への対応について説明し「こ

の運動は、新たな学校種を創設する運動の展開を見ている。

専門学校だけの閉ざされた議論ではなく、日本の高等教育

機関に職業教育を中心とした、１条校となる新たな学校種

を創設する議論として広く検討していきたい」とあいさつ

を述べた。

　議長団には、常任理事会の推薦候補者である千葉茂常任

理事を議長、重里徳太常任理事を副議長として選出。議長

が会議の有効な成立を確認した後、議事録署名人に中村徹

常任理事と中西義裕常任理事を選出して議事に入った。

【第１号議案　平成１８年度事業報告（審議事項）】

【第２号議案　平成１８年度決算報告ならびに監査報告（審

議事項）】

　第１号議案、第２号議案について一括審議を行った。第

１号議案では、配布資料に基づき、事務局が平成１８年度の

活動概要（１条校化推進本部の立上げ、専門士及び高度専

門士の称号付与に関する申請手続きの早期化の実現、『専門

学校における留学生の入学及び在籍管理に関するガイドラ

イン』の制定）、会議開催状況、各委員会の会議開催状況

と活動の概要を報告。

　続いて第２号議案では、事務局が配布資料に基づき、平

成１８年度収支における各科目の内容を報告し、角田喜文監

事が全て適正であると監査報告を行った。

全国学校法人立専門学校協会　平成１９年度定例総会を開催



広報全専各連第１３３号 平成１９年６月２６日 ５

文部科学省・厚生労働省専修学校関係予算等に関する説明会
　３月９日、東京都・フロラシオン青山で、全国学校法人

立専門学校協会主催「文部科学省・厚生労働省専修学校関

係予算等に関する説明会」を開催した。参加者は約１７０名。

　はじめに、寺門成真文科省専修学校教育振興室長、澤繁

樹同室長補佐、河村和彦同室第二係主任、小島容子男女共

同参画学習課男女共同参画推進係長が平成１９年度新規事業

（「専修学校を活用した再チャレンジ支援推進事業」）等の

概要について説明後、参加者との質疑応答を行った。

　次に、畑俊一厚労省職業能力開発局能力開発課長補佐、

曽我明裕同局総務課長補佐、河村雅之同局基盤整備室キャ

リア政策係長が「平成１９年度若年者職業能力開発支援事

業」等の概要について説明後、参加者との質疑応答を行い、

全日程を終了。

　なお、説明会当日の配布資料は全専各連ホームページに

掲載している。

　１月１２日から１３日の２日間にわたり「カウンセリング講

習会」応用編が東京都・アルカディア市ヶ谷を会場に開催

された。全国高等専修学校協会主催。受講者は１５名（聴講

生含む）。

　本講習会は、平成１５年１月より、伊藤美奈子慶應義塾大

学教授を講師に、スクールカウンセリングをテーマに、入

門編、基礎編を東京、大阪で開催してきた。

　平成１８年度は、本講習会の集大成として、入門編、基礎

編の修了者を対象とした応用編として開催された。

　講義初日、岡部隆男研修委員長の開会の言葉に続き、来

賓の寺門成真文部科学省専修学校教育振興室長が来賓あい

さつを行い、開講した。

　２日間にわたり、グループディスカッションを中心に、

教育現場における具体的な事例研究等が行われた。

　講義終了後、受講者に修了書が授与され、入門編から応

用編までの全課程修了者１２名は、全国高等専修学校協会

「カウンセリングマインダー」として認定された。

全国高等専修学校協会「カウンセリング講習会」応用編を開催

　３月１日から２日の２日間にわたり、「専修学校フォーラム

２００７」が東京都・中野サンプラザにて開催された。全国専

門学校情報教育協会主催、経済産業省後援。全専各連、専

教振、全国学校法人立専門学校協会協力。テーマは『創・

拓・新　専門学校の職業教育』。参加者は過去最多の２４１名。

　１日目は吉田松雄会長の開会あいさつにより開講。最初

に釣島平三郎太成学院大学教授が「日本の学力回復は可能

か」をテーマに講演。

　続いて、平成１８年度文部科学省委託事業で行われた起業

家育成プロジェクトの発表が行われ、「ビジネスプロデュー

スコンペティション」優勝チームをはじめ参加学生による

ビジネスモデルの紹介が行われた。

　引き続き、寺田盛紀名古屋大学大学院教授による「今後

のキャリア教育・職業教育の方向性」と題した講演があり、

最後に「専門学校の職業教育を考える～専門学校が創造し

拓く新しい職業教育とは～」をテーマに、企業・大学代表

者に加え、専門学校代表として川越宏樹宮崎総合学院理事

長を迎えてパネルディスカッションが行われた。

　２日目は、平成１８年度文科省委託事業に関する報告を中

心に１２のプロジェクトの発表が行われ、「第１５回全国専門学

校ロボット競技会」で注目を集めた２足歩行ロボットのデ

モンストレーション等が行われ、全日程を終了した。

全国専門学校情報教育協会「専修学校フォーラム２００７」を開催

　４月９日、中国の教育関係者で組織された国際教育聯盟

（本部＝中国・北京）の教育視察団（団長＝曲徳林顧問）

が来日した。

　今回来日した一行は中国、韓国、イタリア、ベルギーな

どを拠点に、海外留学や世界に共通する資格を推奨してい

る大学組織の代表８名。

　一行は訪日初日に全専各連主催の歓迎会に出席。中込三

郎会長は「職業教育が最も進んでいる日本においては、特

に高等教育機関としての専門学校が中心となって、力を注

いでいる。今後貴聯盟と交流を深め、若者が日本だけでは

なく、世界の舞台で働くことを目的に研究をしていきた

い」と歓迎のあいさつを述べた。続いて、曲団長は「日本

の優れた職業教育に関心を持っている。この機会に専門学

校教育の実際を視察し、継続的な交流を図りたい。今後は

全専各連がプラットホームとなって欲しい」と述べた。

　２日目の１０日、一行は本連合会事務局を訪問し、日本の

教育制度や専修学校制度、現状説明、意見交換を行うなど、

聯盟と本連合会との連携を模索した。

　この後、視察団は、都内の専門学校を見学した。

中国教育施設団が専門学校関係者と意見交換
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＊旭日双光章

伊藤明（三重県・桑名文化専門学校理事長）

＊瑞宝双光章

山本房野（奈良県・ひまわり服飾専門学校校長）

出田宏（熊本県・ヒロ・デザイン専門学校理事長）

＊藍綬褒章

小池千代子（埼玉県・専門学校東萌ビューティカレッジ

理事長）

　平成１９年度春の叙勲・褒賞が次の方々に贈られました。

長年の努力と功績が認められた関係者のご芳名を掲載し、

心よりお祝い申し上げます。（敬称略）

心心よよりりおお祝祝いい申申しし上上げげまますす

－－春の叙勲・褒章の受章春の叙勲・褒章の受章者－者－

　今年で１９回を迎える全国生涯学習フェスティバル（まな

びピア岡山２００７）が岡山県岡山市を中心として１１月２日か

ら６日までの５日間にわたり開催される。今年のテーマは

「晴れの国　キラリ☆輝く　まなびの輪」。

　フェスティバルでは、生涯学習体験広場、生涯学習に関

する展示など多くのイベントが用意されている。

　全専各連・専教振・全国学校法人立専門学校協会・全国

各種学校協会では生涯学習見本市（岡山県総合グラウン

ド）に出展し、『７月１１日　職業教育の日』、専修学校各種

学校が生涯学習社会に果たしている役割、文部科学省後援

Ｊ検・Ｂ検等に関するパネル展示・パンフレット配布を行

う予定。

１１月２日より岡山県にて
まなびピアを開催

　都道府県協会等の代表者交代、事務局移転につきま

して、下記のとおりお知らせいたします。

＜会長交代＞

（社）栃木県専修学校各種学校連合会　鈴木　良治氏

（社）福井県専修学校各種学校連合会　前波　良成氏

（社）長崎県専修学校各種学校連合会　中尾　安則氏

＜事務局移転＞

○岐阜県専修学校各種学校連合会

　〒５００－８３８４　岐阜市藪田南５丁目１４番５３号

　岐阜県県民ふれあい会館第２棟８階

　ＴＥＬ：０５８－２７１－５０７６・ＦＡＸ：０５８－２７３－４９９５

○（社）香川県専修学校各種学校連合会

　〒７６９－０２０５　綾歌郡宇多津町浜五番丁６２－１

　学校法人大麻学園　四国医療専門学校内

　ＴＥＬ：０８７７－４１－２３８０・ＦＡＸ：０８７７－４１－２３２１

協会等代表者交代・事務局
移転のお知らせ

　文部科学省において、以下のとおり人事異動があり

ましたのでお知らせいたします。

　専修学校教育振興室第一係

　　兼定岳史氏→萩原正行氏（平成１９年４月１付）

　専修学校教育振興室第二係

　　為近雄一郎氏→望月香里氏（平成１９年４月１付）

文部科学省人事異動のお知らせ

大西ひでお氏がラスト
スパートに入りました

　７月の選挙に向けて、

大西ひでお氏が活動の山

場を迎え、各地を転戦し

ています。

　５月中旬から長野、群

馬、大阪、静岡、愛知、

宮城、千葉、北海道、東

京の各地区の総会に出席、

大西ビジョンを十分アピールして参りました。

　また、後援会の組織化も進んでいますが、専修学校

各種学校の底力からするとまだまだ拡大の余地があり

ます。どうぞご協力よろしくお願いします。

　去る６月６日、有楽町の東京国際フォーラムにおい

て「大西ひでお後援会連合会総決起大会」が開催され、

４,０００人に及ぶ支援者が集結しました。当日は、大西

ひでお後援会会長・元総理・衆議院議員の森喜朗先生、

専修学校等振興議連会長・衆議院議員の町村信孝先生、

石原慎太郎東京都知事、前回の選挙において全専各連

推薦で当選された内閣総理大臣補佐官・参議院議員の

山谷えり子先生、さらに多数の国会議員、都議会議員

が登壇され、大西先生に向け力強いエールを送られま

した。
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 J  検   http://www.sgec.or.jp/jken
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　文部科学省後援・情報検定（Ｊ検）の２００７年前期試験と

して実施される、情報活用試験（６月１７日）の出願者数が

次のとおりまとまった。

　出願団体数　 １９７団体

　１級  ２,７４０名

　２級  ６,３７４名

　３級  ２,３０８名

　合計  １１,４２２名

Ｊ検　情報検定　出願者集計結果
　７月１日に実施される文部科学省後援・第２２回ビジネス

能力検定（Ｂ検）の出願者集計が、次のとおりまとまった。

合否の発表は平成１９年８月下旬の予定。

・出願団体数 ３１４団体

・出願者総数 １８,８４２名

　　うち二級 ３,５０６名

　　うち三級 １５,３３６名

Ｂ検　ビジネス能力検定　出願者集計結果

　３月１５日、東京都・アルカディア市ヶ谷を会場として専

教振第６２回評議員会・第９１回理事会を開催した。評議員会

は鎌谷秀男理事長同席のもと、委任状を含めた出席者２４名

を得て、午前１１時から、理事会は委任状を含めた出席者１８

名を得て午後２時から開会した。鎌谷理事長から開会にあ

たりあいさつが述べられた後、評議員会では議長に黒木亮

谷評議員を選出。議事録署名人に長川泰次郎評議員と田中

由視評議員を選出。また理事会では鎌谷理事長が議長に就

任。議事録署名人に大橋啓一常務理事と千葉雅保理事を選

出し審議に入った。

　評議員会では、はじめに【第１号議案　平成１９年度事業

計画案】に関して、配付資料をもとに事務局が、教員研

修・研究事業、出版事業、保険事業等、各事業の計画内容

を説明。検定事業については千葉茂評議員・Ｊ検専門委員

長、岩谷伸一評議員・Ｂ検専門委員長が総括説明を行い、

事務局が補足説明を行った。本議案に関して特に異議はな

く、全会一致で原案どおり拍手承認。続いて【第２号議案

平成１９年度収支予算案】に関して、配付資料をもとに事務

局が、一般会計、事業会計、検定事業会計（Ｊ検、Ｂ検）

の各科目の予算額について説明。本議案に関して特に異議

はなく、全会一致で原案どおり拍手承認。

　以上により、議長が全ての議案の審議、承認を確認し議

事を終了。

　続く理事会でも、評議員会と同様の議案について審議を

行った。第１号議案の検定事業については福田益和検定事

業担当常務理事が総括説明を行った。両議案とも特に異議

はなく、全会一致で原案どおり拍手承認。

　以上により、議長が全ての議案の審議、承認を確認し議

事を終了。

　また、評議員会・理事会ともに審議事項の終了後、齋藤

力夫監事より「公益法人制度改革の動向と予算編成」に関

する情報提供が行われ、最後に鎌谷理事長があいさつを述

べ閉会した。

専教振第６２回評議員会・第９１回理事会

　４月２４日、東京都・東京ガーデンパレスを会場として、

専教振主催「Ｊ検を活用したＩＴ特区の申請に関する説明

会」が開催された。出席者は約４０名。

　この研修会は、構造改革特別区域（特区）における特例

措置として、国家試験である情報処理技術者試験のうち、

初級システムアドミニストレータ試験と基本情報技術者試

験の２試験について、民間資格に合格することによって試

験範囲の一部を免除するスキームを経済産業省が認め、Ｊ

検がその対象試験となったことを受けて開催された。

　はじめに、専教振検定試験センターが、「“Ｊ検”を活用

した情報処理技術者試験特例措置」と題して概要を説明し

た。続いて、この特例措置を申請し今春３月に内閣府に認

められた、稲垣実船橋情報ビジネス専門学校ＩＴ推進室経

営研究室長から、「“Ｊ検”を活用したＩＴ特区事例」とし

て、申請方法やこのスキームを利用した場合の教育展開例

を紹介がなされた。その後、質疑応答では、申請を検討し

Ｊ検を活用したＩＴ特区の申請に関する説明会
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ている参加校から数多くの質問があった。

　なお、現在、Ｊ検を活用したＩＴ特区が認可されたのは、

先述の船橋情報ビジネス専門学校（千葉県）と、神戸電子

専門学校（兵庫県）の２校となっている。

　また、４月２７日には、大阪府・大阪ガーデンパレスで同

説明会が、約２５名の参加を得て開催された。

　「全ての教育分野、全ての学校でビジネス教育を実践」

を目標に、例年全国各地区で開催している本研修は、３月

の鹿児島会場の開催をもって１８年度に予定された全国１１会

場を終了した。主な内容は、企業が求める人材像について

の講演、専門学校の講師陣によるビジネス教育の導入事例、

授業での取り組み方、ビジネス能力検定の紹介や指導がポ

イントとなっている。

　鹿児島会場の研修内容は次のとおり。

鹿児島会場　３月１４日　鹿児島県・鹿児島東急ホテル

特別講演「企業が求める人材像」甲原和幸（株）ジェイティ

ービー九州国内商品事業部事業部長

事例発表�「調理師学校でのビジネス教育導入と授業展

開」東出加奈子（辻学園調理・製菓専門学校）

事例発表�「コミュニケーション相手の視点で具体的に考

えるケーススタディ－顧客満足戦略の実例に学ぶ－」山本

航（金沢国際専門学校）

検定受験の研究「問題作成の視点から」山崎厚ビジネス能

力検定問題作成委員会委員長

【参加数６５名】

ビジネス教育「教員と講師のための研修会」

　４月１９日、平成１９年度事務担当者会議が、東京都・アル

カディア市ヶ谷を会場に、４２都道府県、５０名の出席者を得

て開催された。

　はじめに寺門成真文部科学省専修学校教育振興室長が来

賓あいさつを兼ねて、配布資料に基づき、①専修学校の学

校教育法上の位置づけ、②専修学校の１条校化において今

後想定される論点、手続き等、③専修学校制度の特徴、④

学校教育法の改正に関する骨子案、⑤教育振興基本計画、

⑥専修学校関係予算等について説明を行った。

　次に、事務局が配布資料に基づき、①全専各連第１０４回

理事会報告、②１条校化運動の推進、③全専各連の会費の

取り扱い、④広報活動、⑤全専各連第５６回定例総会・第１０５

回理事会の日程等、⑥専教振第９１回理事会・第６２回評議員

会報告、⑦新任教員研修、⑧ＣＳＭ講座、⑨教職員・学生

生徒表彰の事務処理、⑩全国専修学校総覧の刊行、⑪保険

事業、⑫検定事業、⑬専教振第９２回理事会・第６３回評議員

会の開催日程、⑭平成１９年度年間予定日程等について説明

を行った。

　なお、⑦新任教員研修については、新カリキュラムへの

移行について�山哲信専教振専修学校教員研修事業等中央

委員長より説明が行われた。

　小憩後、１条校化の推進、新任教員研修等について質疑

応答が行われた。中央教育審議会大学分科会を終え来場し

た中込三郎全専各連会長よりあいさつが述べられ会議を終

了した。

　引き続き別室で懇親会が開催され、全専各連推薦の大西

ひでお自民党公認参議院議員比例区候補が来賓あいさつを

行った。

　懇親会では、各都道府県間で活発な情報交換が行われ全

日程を終了した。

平成１９年度　事務担当者会議を開催

役員会・総会等

●都道府県協会等代表者会議

　平成１９年１１／２２（木）

●全専各連理事会

　平成２０年２／２８（木）

●全国学校法人立専門学校協会理事会

　平成２０年２／２９（金）

●専教振理事会・評議員会

　平成２０年３／１２（水）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

ブロック会議

●中国ブロック会議

　平成１９年７／１２（木）

　山口県山口市・山口グランドホテル

●近畿ブロック会議

　平成１９年７／１９（木）

平成１９年度年間予定日程



広報全専各連第１３３号 平成１９年６月２６日 ９

　京都府京都市・ウェスティン都ホテル京都

●九州ブロック会議

　平成１９年７／２７（金）～２８（土）

　福岡県福岡市・ホテルセントラーザ博多

●北海道ブロック会議

　平成１９年７／３１（火）～８／１（水）

　北海道函館市・函館国際ホテル

●四国ブロック会議

　平成１９年８／２（木）～３（金）

　徳島県徳島市・ホテルグランドパレス徳島

●中部ブロック会議

　平成１９年８／２３（木）～２４（金）

　三重県四日市市・四日市都ホテル

●北関東信越ブロック会議

　平成１９年８／２８（火）

　茨城県水戸市・ホテルレイクビュー水戸

●東北ブロック会議

　平成１９年９／１３（木）～１４（金）

　秋田県秋田市・秋田ビューホテル

●南関東ブロック会議

　平成１９年１０／１９（金）

　山梨県甲府市・ベルクラシック甲府

検定試験等

●文部科学省後援・情報検定（Ｊ検）

　◇平成１９年度前期試験

　　【情報システム試験・情報デザイン試験】

　　平成１９年９／９（日）

　◇平成１９年度後期試験

　　【情報活用試験１級・２級】

　　平成１９年１２／９（日）

　　【情報システム試験・情報デザイン試験】

　　平成２０年２／３（日）

　「国の教育ローン」は、教育にかかる家庭の経済的な

負担の軽減と教育の機会均等を図るために、国によって

創設された融資制度です。

　「国の教育ローン」は、専修学校等の入学時のみなら

ず在学中の教育費用についても取り扱いができることな

どから、昭和５４年に制度が発足して以来、これまでに延

べ４１０万人の方々にご利用いただいております。

　ご利用いただける方は、給与所得者については世帯の

年間収入が９９０万円以内、事業所得者については世帯の

年間所得が７７０万円以内で、専修学校・各種学校等へ入

学・在学される方の保護者です。（ご親族またはご本人

様でもご利用いただける場合があります）

▽ご融資金額＝学生・生徒お１人につき２００万円以内

▽お使いみち

　学校に入学・在学するために必要となる次の資金

　○学校納付金（入学金、授業料、施設設備費など）

　○受験にかかった費用（受験料、受験時の交通費・宿

泊費など）

　○アパート・マンションの敷金・家賃など

　○教科書代、学習用品費、パソコン購入費、通学費用、

学生の国民年金保険料など

（注）１．１年分の費用が、ご融資の対象となります。

　　　２．入学資金については、入学される月の翌月末

までの取扱となります。

▽利率＝２.５％（平成１９年５月１６日現在）

▽返済期間＝１０年以内（交通遺児家庭・母子家庭の方は

１１年以内）

▽据置期間＝在学期間内で元金のご返済を据置くことが

できます。（ご返済期間に含まれます）

▽返済方法＝毎月元利均等返済（ボーナス時増額返済、

ステップ返済も可）

▽保証＝（財）教育資金融資保証基金または連帯保証人

１名以上

　＊（財）教育資金融資保証基金による保証をご利用い

ただく場合は、別途保証料（年１.０％相当分）が必

要です。

▽お申し込み窓口＝国民生活金融公庫各支店または最寄

りの金融機関の窓口

　お問い合わせは、国民生活金融公庫の教育ローンコー

ルセンターまで。また「国の教育ローン」に関する情報

を、２４時間応対が可能な「国の教育ローン」テレフォ

ン・ＦＡＸサービスでご提供しております。

●教育ローンコールセンター　０５７０－００８６５６（ナビダイヤル）

　ナビダイヤルがご利用いただけない場合　０３（５３２１）８６５６

●テレフォンＦＡＸナンバー　東　京　０３（３２４２）８７３９

　　　　　　　　　　　　　　名古屋　０５２（２２２）８７３９

　　　　　　　　　　　　　　大　阪　０６（６５４１）８７３９

　ホームページからもお申込いただけます。

●ホームページアドレス

　http://www.kokukin.go.jp/

　携帯電話用ホームページアドレス

　http://www31.ocn.ne.jp/̃nlfc_kyouiku/

国民生活金融公庫
「国の教育ローン」のご案内



広報全専各連 第１３３号平成１９年６月２６日１０

●文部科学省後援・ビジネス能力検定（Ｂ検）

　◇第２２回【２級・３級】

　　平成１９年７／１（日）

　◇第２３回【１級１次・２級・３級】

　　平成１９年１２／２（日）

●第３７回電卓・ポケコン技能検定

　平成１９年１１／２５（日）

●色彩士検定

　◇第２２回【１級実技・３級】

　　平成１９年９／９（日）

　◇第２３回【１級理論・２級・３級】

　　平成２０年１／２０（日）

●第１９回観光英語検定

　【１級１次・２級・３級】

　平成１９年１０／２８（日）

　【１級２次】

　平成１９年１２／９（日）

研修会等

●専修学校新任教員研修　指導者研修会

　◇静岡会場

　　平成１９年７／２６（木）

　　静岡県・静岡県私学会館

　◇京都会場

　　平成１９年１０／６（土）

　　京都府・京都私学会館

●ＣＳＭ講座（専修学校等教職員向けキャリア・サポート・

マインド養成講座）

　◇東京会場

　　平成１９年８／１（水）～３（金）

　　東京都・アルカディア市ヶ谷

　◇大阪会場

　　平成１９年８／２９（水）～３１（金）

　　大阪府・天満研修センター

●キャリア・サポーター研究啓発・交流会

　平成１９年１１／１６（金）

　東京都・アルカディア市ヶ谷

その他

●第１７回全国高等専修学校体育大会

　平成１９年７／２４（火）～２７（金）

　山梨県・富士北麓公園他

●第１９回全国生涯学習フェスティバル「まなびピア岡山」

　平成１９年１１／２（金）～６（火）

　岡山県・岡山県総合グラウンド他

●第２５回全国専門学校英語スピーチコンテスト

　平成１９年１２／３（月）

　東京都

３�平成�
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研 修 会 の お 知 ら せ

���������	
��
������������
　今年度は、宮城、愛知、島根、広島、宮崎、沖縄などを重点地区として研修会を開催しています。これら６会場に加えて北

陸、四国、九州地区での開催も予定しています。研修は、ビジネス事例の発表と、人事採用担当の企業講師からの発表となっ

ています。なお、各地区により講師、テーマは多少異なります。

　詳細と参加申し込み方法については、ホームページ（http://www.sgec.or.jp/bken）に掲載しています。

　○沖縄（７月６日　沖縄県総合福祉センター）　　○宮崎（９月７日　ひまわり荘）　　

　○島根（７月１９日　サンラポーむらくも）　　　　○広島（９月２１日　メルパルク広島）

平成１９年度Ｊ検試験日程

このほか、試験に関する情報は順次Ｊ検ホームページ等に公開していく予定です。�
ホームページURL：http://www.sgec.or.jp/jken　　　お問い合わせ：検定試験センター　TEL.03-5275-6336

※文部科学省後援� ※文部科学省後援�

＜後期（一般試験）＞
 試 験 日 平成１９年１２月９日（日）
 出 願 期 間 平成１９年９月１日（土）～１０月２５日（木）
実施級／受験料 １級 ４,０００円　　　　　　　　　
  ２級 ３,５００円　　　　　　　　　
  ３級 １,５００円　　　　　　　　　

 試験期日Ａ日程 平成１９年１２月２日（日）～１２月８日（土）
 試験期日Ｂ日程 平成２０年１月２７日（日）～２月２日（土）
 出願期間Ａ日程 平成１９年９月１日（土）～１０月２５日（木）
 出願期間Ｂ日程 平成１９年１１月１日（木）～１２月１３日（木）
 受 験 料  １,５００円　　　　　　　　　

システムエンジニア認定
プログラマ認定
＜前期＞
 試 験 日 平成１９年９月９日（日）
 出 願 期 間 平成１９年６月１日（金）～７月１３日（金）
 実施級／受験料 基本スキル ２,５００円
　　　　　　　　システムデザインスキル ２,０００円
　　　　　　　　プログラミングスキル ２,０００円
＜後期＞
 試 験 日 平成２０年２月３日（日）
 出 願 期 間 平成１９年１１月１日（木）～１２月１３日（木）
実施級／受験料　基本スキル ２,５００円
　　　　　　　　システムデザインスキル ２,０００円
　　　　　　　　プログラミングスキル ２,０００円

※文部科学省後援�

ビジュアルデザイン分野認定
インタラクティブメディアデザイン分野認定
プレゼンテーション分野認定
＜前期＞
 試 験 日 平成１９年９月９日（日）
 出 願 期 間 平成１９年６月１日（金）～７月１３日（金）
 実施級／受験料 必修共通科目 ２,０００円
　　　　ビジュアルデザイン １,５００円
　　　　インタラクティブメディアデザイン １,５００円
　　　　プレゼンテーションデザイン １,５００円
＜後期＞
 試 験 日 平成２０年２月３日（日）
 出 願 期 間 平成１９年１１月１日（木）～１２月１３日（木）
実施級／受験料　必修共通科目 ２,０００円
　　　　ビジュアルデザイン １,５００円
　　　　インタラクティブメディアデザイン １,５００円
　　　　プレゼンテーションデザイン １,５００円

※団体限定�Ｊ検情報活用基礎�


	全専各133pdf用.p1.pdf
	全専各133pdf用.p2.pdf
	全専各133pdf用.p3.pdf
	全専各133pdf用.p4.pdf
	全専各133pdf用.p5.pdf
	全専各133pdf用.p6.pdf
	全専各133pdf用.p7.pdf
	全専各133pdf用.p8.pdf
	全専各133pdf用.p9.pdf
	全専各133pdf用.p10.pdf
	全専各133pdf用.p11.pdf
	全専各133pdf用.p12.pdf

